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第１ 福岡タワー株式会社の概要 

 

 

１ 名称・設立年月日・所在地等 

（１） 名   称   福岡タワー株式会社 

（２） 設立年月日   昭和 62年 10月 14日 

（３） 所 在 地   福岡市早良区百道浜 2丁目 3番 26号 

 

 

２ 設立の目的 

市制 100周年を記念したアジア太平洋博覧会のモニュメント、並びに福岡市の新たな観光資

源、またテレビ・ラジオ等の各種電波の集合化を目的として計画された福岡タワーの建設、

管理運営を行う。 

 

 

３ 事業内容 

・タワー等の観光･展望施設の運営 

・電波塔の管理運営 

・放送通信施設設置および通信情報収集並びに伝達処理に関する事業 

・音楽･美術･スポーツその他の文化的催事の運営 

・食堂､喫茶､売店施設の運営 

・駐車場の管理運営 

・不動産の賃貸 

・前各号に付帯し、関連する一切の事業 

 

 

４ 資本金 

３,０００,０００,０００円（平成 26年 7月 1日現在） 

〔内 訳〕 

福  岡  市 １,０００,０００,０００ 円 （33.3%） 

九 州 電 力 ㈱ ２００,０００,０００ 円 （6.7%） 

Ｒ Ｋ Ｂ 毎 日 放 送 １９０,０００,０００ 円 （6.3%） 

日 本 放 送 協 会 １６０,０００,０００ 円 （5.3%） 

㈱西日本シティ銀行 １５０,０００,０００ 円 （5.0%） 

㈱ 福 岡 銀 行 １３０,０００,０００ 円 （4.3%） 

大 成 建 設 ㈱ １２０,０００,０００ 円 （4.0%） 

他（４３社） １,０５０,０００,０００ 円 （35.0%） 

 

５ 株式の状況 

（１） 会社が発行する株式の総数   ７６,０００株 

（２） 発行済株式の総数       ６０,０００株 

（３） 株主数                ５０名 
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６  大株主の状況    

株 主 名 
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況 

持 株 数 議決権比率 持株数 出資比率 

福 岡 市           20,000 株 33.33％ －株 （－）％ 

九 州 電 力 ㈱           4,000 6.66 － （－） 

Ｒ Ｋ Ｂ 毎 日 放 送 ㈱ 3,800 6.33 － （－） 

日 本 放 送 協 会           3,200 5.33 － （－） 

㈱西日本シティ銀行 3,000 5.00 － （－） 

㈱ 福 岡 銀 行           2,600 4.33 － （－） 

大 成 建 設 ㈱ 2,400 4.00 － （－） 

㈱ 九 電 工 1,600 2.67 － （－） 

㈱ テ レ ビ 西 日 本 1,400 2.33 － （－） 

博 多 港 開 発 ㈱ 1,400 2.33 － （－） 

（注）１ 議決権比率は、小数点第二位未満を切り捨てて表示しております。 

 

７ 福岡市との関係 

（単位：円） 

平 成 25年 度  決 算 額 債務 

保証 

損失 

補償 補助金 負担金 受託料 借  入  金 

― ― ― ― ― ― 

※平成 22年 2月 10日に元金 696,000千円及び利息 11,298千円を返済しております。 

（市中金融機関からの低金利借入による借換え実施） 
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８ 組織及び社員配置状況 

（平成 26年 7月 1日現在） 

 

（組織図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ パートタイマー（券売員）：12 名 

 

（役 員） 

（平成 26年 7月 1日現在） 

役   員 総数（常勤） 

内      訳 

固有 

（市退職者） 

他団体 

（市退職者） 

市 関 係 者 

市兼務 市派遣 合 計 

総   数 １５ （３） １  （１） １３ （０） １ ０ １ 

社   長 １ （１） １  （１） ０ （０） ０ ０ ０ 

常務取締役 １ （１） ０  （０） １ （０） ０ ０ ０ 

取 締 役 ９ （０） ０  （０） ８ （０） １ ０ １ 

監 査 役 ４ （１） ０  （０） ４ （０） ０ ０ ０ 
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（九州電力より出向） 

 

 

（福岡市退職者） 

 

 

（福岡銀行より出向） 

 

 

《常勤取締役  ２名（内 1名出向）》 

《常勤監査役  １名   （出向）》 

《社員総数  １２名 （内 1名出向》 監査役会 

株主総会 

取締役会 

常勤監査役 

代表取締役社長 

常務取締役 

総 務 課 

社員５名 

営業部 

部長（空席） 

総務部 

部長１名 

（西日本シティ銀行より出向） 

営 業 課 

課長１名 

社員４名 

総合企画プロジェクトチーム 

課長 1名 



（社 員）  

                              （平成 26年 7月 1日現在） 

組  織 総数 

内      訳 

嘱託社員 

（市退職者） 固有 

（市退職者） 
他団体 

市関係者 

市兼務 市派遣 合計 

総  数 １２ １１ （０） １ ０ ０ ０ ０ （０） 

総 総 数 ６ ５ （０） １ ０ ０ ０ ０ （０） 

務 部 長 １ ０ （０） １ ０ ０ ０ ０ （０） 

部 総務課 ５ ５ （０） ０ ０ ０ ０ ０ （０） 

営  

業 

部 

総 数 ５ ５ （０） ０ ０ ０ ０ ０ （０） 

部 長 ０ ０ （０） ０ ０ ０ ０ ０ （０） 

課 長 １ １ （０） ０ ０ ０ ０ ０ （０） 

営業課 ４ ４ （０） ０ ０ ０ ０ ０ （０） 

総合企画ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 

課 長 
１ １ （０） ０ ０ ０ ０ ０ （０） 

 

９ 役員名簿     

     （平成 26年 7月 1日現在） 

役員の名称 氏      名 就 任 年 月 日 市または民間における役職名 

代表取締役社長 半 田 清 美 平成 24年 6月 12日  

常 務 取 締 役 田 村 治 宏 平成 22年 6月 16日  

取  締  役 重 光 知 明 平成 26年 6月 17日 福岡市経済観光文化局長 

取  締  役 松 田 英 紀 平成 25年 6月 13日 
RKB 毎日放送株式会社 

専務取締役 

取  締  役 田 口 五 朗 平成 24年 6月 12日 日本放送協会 福岡放送局 局長 

取  締  役 高 木 敏 弘 平成 24年 6月 12日 
株式会社テレビ西日本 

代表取締役社長 

取  締  役 酒 見 俊 夫 平成 25年 6月 13日 
西部瓦斯株式会社 

代表取締役社長 

取  締  役 竹 島 和 幸 平成 26年 6月 17日 
西日本鉄道株式会社 

代表取締役会長 

取  締  役 長 岡 哲 雄 平成 19年 6月 13日 
九州朝日放送株式会社 

専務取締役 

取  締  役 盛 山 弘 一 平成 25年 9月 26日 
西日本電信電話株式会社 

九州事業本部 ﾋﾞｼﾞﾈｽ営業部長 

取  締  役 松 尾   悟 平成 26年 6月 17日 
株式会社西日本新聞社 

常務取締役 

常 勤 監 査 役 嘉 悦   孝 平成 21年 6月 18日  

監 査 役 石 原   隆 平成 26年 6月 17日 
株式会社西日本ｼﾃｨ銀行 

執行役員 地域振興部長 

監 査 役 西 園 明 廣 平成 25年 6月 13日 
株式会社福岡放送 

常務取締役  

監 査 役 井 上  司 平成 23年 6月 10日 
株式会社 TVQ 九州放送 

取締役 
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第２ 平成 26年度事業計画等 

 

 

１ 事業計画 

平成２６年度は、一部通信事業者の撤退などや消費税引上げ後の展望料価格の据え置きなど収益減少

要因はありますが、３７万１千人の展望客を確保するとともに会場利用客増加に取組んでまいります。 

また、経年劣化や耐震強度を確認するため実施した建物診断の調査結果を基に、将来における設備保

全策について検討してまいります。 

  なお、平成２６年度の重点項目は以下の４項目であります。 

 

（１）「展望客の確保」 

展望客３７万１千人の確保を図るべく、新イルミネーションと３階展望室の「恋人の聖地」 

を基軸とした集客の強化に努めてまいります。 

 

（２）「ホール・広場等施設の有効活用」 

継続利用先の確保に努めるとともにセールス活動の強化により新規利用先の獲得に取組ん 

でまいります。 

 

（３）｢放送通信施設利用の促進と管理｣ 

     平成２６年度夏期に本放送を開始予定のＶＨＦ-ＬＯＷ帯マルチメディア放送への対応を 

行ってまいります。Ｖ-ナ了 

後の空き周波数利用先をはじめ、弊社放送設備を利用する新規先 

（４）｢施設設備の改善および維持管理の徹底｣ 

平成２５年度に実施した建物診断の調査結果を基に、タワーの長寿命化を図るため、今後 

    の長期的補修・更新計画を策定するとともに、施設設備の維持管理に努めてまいります。 
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２ 収支計画書（平成 26年 4月１日から平成 27年 3月 31日まで） 

（単位：百万円） 
  ２５年度 ２６年度 差 

科   目 実績 計画 （B－A） 

  A Ｂ Ｃ 

営 業 収 益 683 666  △17 

展望料 220 213  △7 
放送施設賃貸料 329 321  △8 
テナント売上歩合 7 7  △0 
テナント賃貸料 39 37  △2 
会場使用料 23 23   0 
共益費収入 31 31  △0 
広告収入 2 2   0 
駐車場収入 21 20  △1 
その他 11 12   1 

営 業 費 用 539 532  △7 

人件費 117 119   2 
管理保全費 106 100  △6 
給水光熱費 18 19   1 
事務経費 21 21  △0 
広告宣伝費 17 20   3 
業務委託費 41 40  △1 
租税公課 55 56   1 
減価償却費 142 147   5 
その他 22 10  △12 

営 業 利 益 144 134  △10 

営業外収益 0 0    0 
  受取配当金 0 0    0 
受取利息 0 0    0 
雑益 0 0    0 

営業外費用 18 12  △6 
支払利息 14 12  △2 
雑損 4 0  △4 

経 常 利 益 126 122 △4 

特 別 損 益 0 0 0 

税 引 前 利 益 126 122 △4 

法 人 税 等 50 49  △1 

法人税等調整額   0          0 0 

当 期 純 利 益 76 73 △3 
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第３ 平成 25年度事業報告等  

 
１ 会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果  

   平成２５年度は、中国・韓国からのクルーズ船寄港の減少やタワーブームの影響が薄れる等、 

展望客の減少が懸念された中で、以下の４項目を重点に事業活動を展開してまいりました。 
 

① 「展望客の確保」 

個人客については、イルミネーションのリニューアルや広報宣伝・イベント実施等の効果に 

より、前年度に比べ若干増加となりましたが、クルーズ船寄港回数の減少に伴い外国人団体客が

大幅に減少したことから、展望者数は前年度実績を下回る結果となりました。る広 
 

② 「ホール・広場等施設の有効活用」 

貸しホール・広場については、大規模展示会等の利用減少及び使用期間短縮などにより、前年

度実績を若干下回る結果となりました。 
 

③ 「放送通信施設利用の促進と管理」 

ＶＨＦ-ＬＯＷ帯マルチメディア放送の実証実験に支障がないよう施設管理に努め、本放送 

に向けての準備を進めました。 
 

④ 「施設設備の改善および維持管理の徹底」 

開業２５周年記念事業としてイルミネーションのリニューアルを実施した他、３階展望室 

の「恋人の聖地」リニューアルを行い、観光施設としての魅力度向上に努めました。 

 また、高層棟鉄骨部の塗装やタワー空調機更新等をはじめ、施設設備の維持管理に努める 

とともに、タワーの将来における設備保全策を検討するための建物診断を行いました。 
 

以上のような事業活動の結果、当事業年度の売上高は６８３百万円と前事業年度に比べ５百万

円（０.８％減）の減収、また、営業利益は１４３百万円と前事業年度に比べ４百万円（３.５％

増）の増益、経常利益は１２５百万円と前事業年度に比べ１百万円（０.９％増）の増益、当期

純利益は７６百万円と前事業年度と同水準となりました。 

 

なお、各売上高の状況は次のとおりであります。 

区  分 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 前期比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

展望料 ２２３ ３２．４ ２２０ ３２．２ △３ ９８．５ 

放送施設賃貸料 ３２７ ４７．６ ３２９ ４８．２ １ １００．４ 

テナント収入 ４５ ６．６ ４５ ６．６ △０ ９８．９ 

共益費収入 ３１ ４．６ ３１ ４．６ △０ ９８．８ 

会場使用料 ２３ ３．５ ２２ ３．４ △０ ９６．０ 

駐車場収入 ２１ ３．１ ２１ ３．１ ０ １００．３ 

その他の収入 １４ ２．２ １３ １．９ △１ ８７．８ 

合    計 ６８８ １００．０ ６８３ １００．０ △５ ９９．２ 

                               注）記載金額は単位未満の端数を切り捨てて表示 
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（２）資金調達の状況 

特記すべき資金調達はありません。 

 

（３）設備投資の状況 

当事業年度において実施した設備投資の総額は、１７１百万円であり、その主なものは次のと

おりであります。 

イルミネーションリニューアル     １１５百万円 

空調機更新（エントランス・高層棟）   ３３百万円 

恋人の聖地リニューアル         １０百万円 

デジタルサイネージ            ５百万円 
 

（４）財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第２４期 

 
（平成２３年３月期） 

第２５期 
 

（平成２４年３月期） 

第２６期 
 

（平成２５年３月期） 

第２７期 
（当事業年度） 
（平成２６年３月期） 

（百万円） 
売 上 高 

６３６ ６４７ ６８８ ６８３ 

（百万円） 
経 常 利 益 

１０６ １１６ １２４ １２５ 

（百万円） 
当 期 純 利 益 

６２ ６５ ７６ ７６ 

（円） 
1株当たり当期純利益 

１,０３８ １,０９４ １,２７２ １,２６８ 

（百万円） 
総 資 産 

４,６４１ ４,５４５ ４,５２０ ４,５８１ 

（百万円） 
純 資 産 

３,４２６ ３,４９１ ３,５６８ ３,６４４ 

（円） 
1 株当たり純資産 

５７,１０２ ５８,１９６ ５９,４６９ ６０,７３７ 
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２ 貸借対照表（平成 26 年 3月 31日現在） 

 

（単位：千円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） 

流動資産 

現金及び預金 

売 掛 金 

未収消費税等 

前 払 費 用 

繰延税金資産 

そ の 他 

固定資産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

什 器 備 品 

リース資産 

土 地 

無形固定資産 

電 話 加 入 権 

商 標 権 

 

３１２,９４９ 

２８２,４６７ 

８,９１４ 

８０８ 

６,５４１ 

６,７５６ 

７,４６１ 

４,２６８,９６３ 

４,２２７,０３２ 

８２５,０３３ 

２,１３０,３６４ 

２５,５３３ 

１０,０８１ 

１,２３６,０２０ 

１,１７１ 

６７８ 

４９３ 

（ 負 債 の 部 ） 

流動負債 

1年以内に返済予定の 

長 期 借 入 金  

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未払法人税等 

未 払 費 用 

預 り 金 

前 受 収 益 

固定負債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

預り保証金･敷金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

 

 

３０７,８７０ 

 

１７０,４１２ 

５,１５７ 

５８,８０７ 

３０,９３６ 

８,６９０ 

５４２ 

３３,３２５ 

６２９,７８６ 

４９８,６４５ 

５,４２８ 

８４,７８８ 

３８,１４５ 

２,７８０ 

投資その他の資産 ４０,７５８ 負  債  合  計 ９３７,６５６ 

投資有価証券 

繰延税金資産 

そ の 他 

１０,０００ 

１５,２０７ 

１５,５５１ 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金  

 

３,６４４,２５６ 

３,０００,０００ 

６４４,２５６ 

６４４,２５６ 

６４４,２５６ 

  純 資 産 合 計 ３,６４４,２５６ 

資  産  合  計 ４,５８１,９１２ 負債及び純資産合計 ４,５８１,９１２ 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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３ 損益計算書（平成 26 年 3月 31日現在） 

 

（単位：千円） 

科      目 金     額 

売 上 高 
 

６８３,０１０ 

売 上 原 価  ３２７,０２２ 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 ３５５,９８７ 

２１２,２５０ 

営 業 利 益           

営 業 外 収 益           

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

そ の 他 

営 業 外 費 用           

支 払 利 息           

そ の 他 の 営 業 外 費 用 

 

 

３６１ 

９ 

１４３,７３６ 

 

 

３７１ 

 

 

１８,１５６ 

 

１４,１７０ 

３,９８６ 

経 常 利 益  １２５,９５１ 

税 引 前 当 期 純 利 益  １２５,９５１ 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

５０,２８４ 

△４４８ 

 

４９,８３５ 

当 期 純 利 益  ７６,１１６ 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 
４ 株主資本等変動計算書（平成 26年 3月 31日現在） 

 

（単位：千円） 

 株      主      資      本 

 

資  本  金 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計  そ の 他 利 益 剰 余 金 

 繰 越 利 益 剰 余 金 

当期首残高 ３,０００,０００ ５６８,１３９ ３,５６８,１３９ 

当期変動額    

当期純利益  ７６,１１６ ７６,１１６ 

当期変動額合計  ７６,１１６ ７６,１１６ 

当期末残高 ３,０００,０００ ６４４,２５６ ３,６４４,２５６ 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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５ 重要な会計方針 

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券は、すべて「その他有価証券（時価のないもの）」であり、移動平均法による原価法に 

よって評価しております。 
 
（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産除く） 

定額法を採用しております。なお主な耐用年数は、次のとおりであります。 

建 物   ６年 ～ ４７年 

構築物   ８年 ～ ５０年 

② リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。 

また、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」の適

用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
 

（３）引当金の計上基準 

① 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額(期末自己都合要支 

給額の１００％)に基づき計上しております。 

② 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
 
（４）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

６ 契約金額が３億円以上の工事又は製造の請負の契約 

  

   該当なし 
 

 

 

７ 契約金額が 4,000万円以上の不動産等の買入れ等の契約 

  

   該当なし 
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